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経済学研究第31巻第6号 1 (1089) 

鉄鋼合弁企業lζj示ける技術移転 (IV)

米 ILJ 答久治

第11;1 研究の目的と )j話、

第2翠 日本鉄鈎業の投術導入と妓術協力 Ctli30巻第3号)

第3]を 戦後日本鉄鋼業と国際環境(第31巻あ1号〕

:.t14立 八綿製鉄とマラヤワタ・プロジ z クト

"1-1 マレ シアの経済開発(第31巻第4号)

4-2 八臨製鉄と経営者稲山嘉'立(本号)

4-3 合弁企業マラヤワタ製鉄の設立

第5詳 マラヤワタ プロジェクトにおける適E技術のImfd

第6章 マラヤワタにおける技術拶転

高:~ 7九三結論

4-2 八幡製鉄と経営者稲山嘉寛

4-2-1 八犠製鉄の縫営環境

海外技術協力を合弁企業の設立によって実施 Fるためにはまず資金が不可

欠であるo 八幡製鉄の財務状況をみると第 4-3閃に示すように自己資本率

は" 1955 ij三(IlB和25)創立お初50%を趨えていたが，朝鮮戦争を契機に運

転，設備資3訟の外部調迷が急泊し27年度にかけて 30%にまて、急務した。そ

して戦争終息後不況が長びき減量経営を実施し， 31年度には 46%とほぼも

との水準にまで戻った。しかしこれも一時的な回復にとどまりその後戸向11製

造所の建設を中心とする第2次設備合理化の進展につれて投下資金の規模

は，内部留保による充当額を大掘に上回り，荘!っくや増資にもかかわらず外部

{if入れが橋大 G，34年度には 36%まで Fがった。

第3次合理化計 J，1ij (堺製鉄所，活津製鉄所の建設をJ+!心とする)が開始さ

れた 35i!=-JJi以降になると It之 (11Iî i笠 ~fに裂する資金はさらに 11露天なものとな
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り，繰返す不況による低Jj)(援もあって，自己資本だけではとうてい充足でき

ず，その財源、の大半は外部からの調達に依存せざるを得なかった。 1兆円を

超える恒夫な投資を急速に実施しなければならなかったため自己資本率は一

貫して低下して，ついに 17~19% という低水準に落ちこんだo

ただ恒1定長期迎合率は， 33年ごろからおおむね 90%台を維持し， 投 F資

本の回収に長期働かる堕|定資産の附に要する資金は自己資本 門戸貸お

よび凶定負依という長期的に安定した資金の範囲内で調達されている。

マラヤから製鉄所建設の正式の協力要請のあった|昭和 35年には， 八綴製

鉄の設備資金~hi!ìiは， 551億門であり，内訳は自己資金 29，1%，借入金51， 6 

%となっている。

さらにお年には 758億円に対して内訳は自己資金 26，9%，借入金 53，8%

と経営の資金計胞は容易でなかった;こうした財務状況にあっては，マラヤ

第4-3図八幡製鉄の資本構成の推移
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への直接投資の為の資金的余総は存在しなかったのである。

次に鉄鏑業の景気変動についてみると第4-4凶に示すように好・不況の大

きな波をみることができる。昭和33年 2月の稲111訪中鉄鋼使節回， 3月の訪

さらに 10月の訪印鉄鋼使節問はなベ底不況下において行われたのである。
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I次使節団も日本の対欲:ト11への鉄鋼輸出問題の解決の糸口をみつけ出すための

ものであった。

欧州よりの帰路クアラルンプールにおいてラーマン首相から隠ILI常務への

打診が行われたのもこの不況下であり，さすがの稲IUも技術協力の基本理念

レへんでのl司意を表明するにとどまった。

昭和35年2月ラーマン首相の廷を体したマラヤ述邦政府与党， マラヤ迷

政党の幹事長であり，政治，経済界の指導的立場にある T.H. Tan (隊東

海〕から，八幡製鉄に対して-J'!製鉄所建設について協力)]の申し入れがあ

り，八幡製鉄は，この段階で正式に「協力」の意思表示を行なった。

社内の苦しい資金言I"i到の中に稲ILIのリーダ シップにより「協力」の方向

が打出された背景には，この時期日本経済全体がまf戸景気の中にあったこと

を無視することは出来ない。

八鱗製鉄の財務状況は， 収益性については1昭和25年度よりも改普されて

おり，合併iIHの[昭和44年度に比較しても良好であり， 借入金依存度も 36.4

%と比較的安定していたのであるo

昭和35年2月1日現在の八幡製鉄の資本金は， 380億円であり，何年3月

末の関連企業は，八幡鋼管，入幡溶接線等 18l士あり，総額37憶 7，250万円

の株式投資を行っている。l{土平均株式取得制額は約2億960万円である。

第4-9表 八幡製鉄の投資有価証券

S. 35.3 (1960) S. 36.9 (1961) 
銘 柄て一一丁蕊天夜露両扇iτ平二一蕊天夜存猫奮「

l 剤" 万円)いお;::'-<::M̂ ! 万円〕

銀行 14 126閃2.5 I 11 139，263.6 

般企業 20 241，167.9 i 36 641，227.9 
(ウジ、ナス 1 (38，4加の I (6日制の

その他 127，755.9 1 116，58日6

く小 計 494，962.31  897日73.1

関述企業 I18 377，261.8 I 1~_J_竺三10.8

合 計 j -??1?竺上一」竺竺竺
出所 入縮製鉄『有側誌券報告書』各年臣



鉄鋼合弁企業における技術移転 (rVl 米IJI 5 (1093) 

この 1社当り約2億円の投資を基礎に八幡製鉄は，強闘な企業グノレ プを形

成Lているのである(第4-9表参照)。

一方海外に新規に製鉄所を建設する為の投資は，ウジミナ月(日本政府，

産業界の一体となった海外協力プロジ zグト)に対しても 3倍、8，400万円に

とどまっていた。

八綴製鉄が単独でマラヤとの合弁による硲外製鉄所を建設する場合，国内

の!司規模の工場建設以上のコ λ トがかかるのは切らかである。たとえば，平

T茸t戸メーカ一丸 縦管の資本金は 1億円， fl五1:'1，古書道線の資本金は 7i意5千万円

である (35年 1月)。

I'N内メーカーは少ない資本金で効事的な経営活動を展掬しており， 35年の

小形俸鋼の国内総生産量281.5万 t(対前年比134.9)，業態jJlJ生産構成ttは

高炉メーカー (28.7%)平電炉メーカー (35.1%)，単lF.メーカー (11.1%) 

伸鉄メーカー (25.1%)である。

競争のはげしい医l内メーカーと向じ持鋼等の製品をマラヤで新規に工場建

設により生産するのは， 1対際競争力も弱く，狩別の条件でも与えられない限

第←5図戦後日本の国際収支燐造の変化

(惜ドル)

第一期 第二期I 揖三期 第四期

作~5'F)(咋炉)(咋酢)(咋伊)

=コ貿易外収支

璽翠忍移転収支

~長期資本収支

匡童書憧期資本収支

(俗考〕 日銀 iJlil際収支表Ji悶捺収支統計月報jにより作成f

lH所 『経済白書，n(!昭和43年版)P. 8.t 
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り経営効率が惑し企業としての存立すら悶難であることが予測される。

さらに海外I訂正投資を制約する戦後日本の悶際収支は，第4-5図に示すよ

うに「終戦直後から 25年頃までは援助によって支えられた時代で， 年平均

41立ドノレの移転収支の黒字が貿易や貿易外収支の赤字をうめた。ついで昭和

26~30 年の間は，朝鮮事変による特需収入(年平均 6.6 倍、トソレ)が国際収支

を支えたl時代であった。 20年代は厳重な為替制限の下にありながら，特殊な

収入でようやく国際収支を支えねばならなかったのである。さらに明和初

年代の前半は，援助(移転収入)や特需(貿易収入)が減少した代わりに，

貿易収支がわFかであるが黒字で，経常収支がほぼ均衡したi時代であった。

そのあと 36年から39年までの4年問は，貿易収支はほぼ均衡をつづけたも

のの，貿易外収支の亦学が大きく経常収支が赤字となり，これを資本流入で

うめていた。しかし長期資本の流入て、はまかなえず基礎的収支は年平均4j意

ドノレ近くの赤字であった。 30年代をつうじて輸出カは強化されてきたが，

なおお度成長に必要な輸入と貿易外収支の慢性的赤字にともなう外資支払い

をト分まかなえる段階ではなかった。J

以上のように技術協力要議があった 35年には図際収支は， 一時的な均衡

を保っていたものの 37，38年の不況j明にむけて赤字が続いた。こうした状

況においては，合弁企業の設立による海外直接投資は，政府の外交・経済政

策の直接的な統f際化にあり，企業の投資のJig;思決定も政府の向意なくしては

実現不可能であった。敗戦後の経済復興期を絞て昭和 26 年~36 年度の fl-司に

許可された海外投資累計百nは.4.48 t(;!，ドノレにすぎなかったのであるの

契約すると

(1)八申書製鉄の財務状況の悶難問一

(2)第3次合浬化計四(堺，君津の荷製鉄所建設)遂行のための管理者，

技術者，熟練工の不足

(3)国内メーカーとの競合製品(隊鏑等)を海外新立場建設によって生産

する経営効率の恋さ。関連メーカーへの資本参加以 tの投資を必要とす

る投資効率の1T1さ
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(4)悶際収支の惑い状況下での合弁企業設立の為の海外腹接投資のi忍難位

以上が大きな制約条例となって，これらを経済合理約に検討すれば，マラヤ

ワタ・プロジェクトは実現悶難なものであった。

1) W炎とともに 八幡製鉄株式会社史~ p. 602-603 

2)八幡製鉄有価証券報告書，昭和35年3月末，同Iljl吊136年3月末。

3) W炎とともに 八幡製鉄株式会社史，~ p 印3-印4

4)通政省鉄鍛統計年報，昭和36年版。

5)経済企同庁編『経済白書.i(昭和43年版)p. 83 

6) 岳E王者『わが国企業の海外』許業活動1(昭和52年版)p. 54 

4-2-2 経営者稲山嘉寛の対外活動

1957年 2月，八幡製鉄常務稲山系党は欽腐使節朗として訪米L，Il度接アメ

リカ政府高官と交渉特に大統領特別綴間シャーマン・アダムス (Sherman

Adams)に照会し，アメリカ政府の外安政策罵念を確認した。アダムス特別

限問の発言は，単に自rtJ世界の盟主アメリヵが，敗戦隠日本への経済援助と

協力を行なう司王を怒味したにとどまらず，広く後進国への援助と協力の慕本

~H念を示したものであった。この発言は，稲 IJjにとっては 8 年たった後にも

正確に表現するほど印象深いものであった。

これによって稲山は，広く自由世界の中の日本とその基幹産業たる鉄鋼業

を考える視野を持つことになったといえよう。キー・パーソンへの伺人的接

触により相手図の真意を察知しそれを基燥に以後の縫営戦絡を展開する稲

山間有の方法がスタートしたのである。

子~ 1958年 2月には， 稲山は鉄鋼輸出組合~H事長として鉄鋼使節問。防長

となり訪中した。すでに検討したように戦後の日本鉄線業は，原料，資金，

技術などの而で大きくアメリヵに依存しており，それだけアメワカ政府の中

共不承認という対共産閣外交に敏感となり，中国との接触を駈カ避ける傾向

が強かった。しかし鉄鋼不況の中鋼材の輸出市場を確保するため遂に中隠と

の痕接交渉に踏切ったのである。

中間との銭近を避けてきた業界が， 司挙に使節目1派i立にまで踏切ったの
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は，稲山が「ココムの禁輸緩和など国盟主情勢のほか日本政府の中共に対する

態度も急速に変ってきており， ct共との取引を拡大しても議支えないと判断

した」と諮るように， 1詩際情勢の変化にI持する境状認識があった。

不況の中にある鉄鋼菜が新市場の開拓に努力するのは当然の事であるが，

対中国交渉を開始するタイミ γ グとしてこの機を逸しては輸出で四欲諸溺に

返れをとるという情況判断に立つものであった。級山は， I対米関係につい

ては今度の交渉は純経済的な問題だしココムでは許された物資なのだから

心配ないと思う」と述べ，自らの考えを切らかにしている。これは中共司添

必という立場を堅持するアメリカ政府とそれに従う日本政府の外交方針をふ

まえた上で，業界独自の利益を主張するものであった。

この北京の中間側関係者と fl'l:接交渉することは，日本鉄鋼業が原料の供給

先および製品の輸出市場を転換しようとする第 1歩であり，雨期的な意味を

持っていた。中11'1五金公司，中国鉱山産公司との交渉で中江"~Wが従来通り国

際illfi協での取引きを絶えず主張としたが，同際価絡では師絡の激しい変動が

免れないとの日本側の主張とにへだたりがあり交渉は難航した。

しかし周恩来~1t\J型は 1'1 らこの交渉に乗り fHLi長JUlの輸入契約を期待する」

と述べて妥結をうながした。こうして中国側が日本側にあゆみより 2月26

日， I日中長期パーター貿易協定」が締結された。 1958年から 62年までの 5

カ年院に総諒lli草ポンドの長期パーター貿易である。

稲lliはこれについて「日本と Lてはこれで鋼材の輸出市場として中共市場

を確保することができた。それも長期にわたるところが意義がある。中共か

らみると必要!な鍛村を近い日本から民えるので有利であり，また石炭，鉄鉱

石の市場も見出せたわけだ。俄i段につい亡はお互いの企業の安定をはかろう

ではなL、かとい叶たら了解してくれたJと述べている。

総済界でも最も保守的といってよい鉄鋼築界の自が中国大陸に向いたこと

は，日中経済関係におし、て日本が間部;諸国をリードする立場に立とうとする

ものであり，さらに間内的には経済が，政治・外交に優先するという結泉を

もたらした。対米交渉と向じく f企業活動を外突がフ々ーロ する形で展開さ
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れる日本政府の外交の基本形がここにもみられるのである。

稲山が周恩来総珂lと[良主主知り合った事と中国側が稲山の鉄鋼楽界における

リ ダージップを確認した事は，後に新日鉄の武漢製鉄所への技術協力.J: 

海宝山製鉄所への技術協力として結実することになった。

だが稲lliのn1I板的な交渉によって給突した長j由貿易協定は.r長持者[盟加仕事

件」をきっかけにして一切の日中貿易が中断L.防協定は実施をみないう b

にご破産となった。

さて稲山は. ~t京での長期協定の認可lを終ると I直ちに寄港までもどり，オ

野IR匂'í~t{土製鉄社長を副長とする「インド鉄鉱石開発使節防J に加わりニュ

・デリーへ飛んだ。永野使節団のインド側との交渉は災を結びノレーノレ・ケ

ラーの開発を山心とする鉄鉱山開発に関して 1958年3月19日，永野間1長と

ベロディ・インド鉄鉱石交渉委員長との間で 1964年から 10カ年にわたり年

間20日万 t輸入することの妥結をみたのである。

稲山は約1王「の院に，アメザカへは原料，資本，技術の導入確保，中国へ

は市場と原料の確保，インドへは原料と市場の確保の為の対外交渉の第1線

に立ち日本鉄鋼業の第 2 次合~I，化計画の推進がかかえる基本的|問題の解決に

向けてそのリーグーシップを発揮したのである。稲山はアメワヵ，中国，イ

ンドという世界の大国の指導者との直接交渉を逸じて東包冷戦下にありなが

らも大きく変化する世界情勢を察知するトエl際的感覚を身につけていったので

ある。これは次の対欧州との国際協調をさぐる交渉のj誌に大きく生かされる

ことになった。

訪印による鉄鉱お輸入交渉に次いで 1958年 10月6日から約1カ月中島正

保富士製鉄t出務らとともに西欧訪問を!控訪，欧州石炭鉄錦共同体プリュッセ

ル委員会(欧州石炭鉄鋼生産闘の輸出カノレテノレ機111;)の首脳や有力鉄鍛メー

カ 幹部を歴訪して鉄鋼総tL¥の過当競争防止問題を話し合い11月 13日帰悶

した。

鉄鋼界が稲山使節団を派遣した背景には，

(1鉄鋼の輸出が増加するにつれて過当競争が激化し，欧州り鉄鋼生産隙の



10 (1098) 経済学研究第31巻第5号

rt，号では日本の動向を重視してきたこと

②公開販売制が軌道にのり，国内の業界の協力体制の地閉めができたこと

③欧州有炭鉄鋼共同体諮問では，ほとんど完鐙に近い自主統制を行なって

おり，臼本も国内，輸出荷簡にわたり鉄鋼価格の安定を図る必要がある

こと等が挙げられる。

日本鉄鋼業界の協調と自主調整を永年にわたり主張しその組織作りを実

践してきた稲山は，この訪欲について次のように語っている。すなわち「私

はかねて自由主義経済をいまのままで進めても発展はない『新資本主義』を

とり入れ，鉄も業界の協iVroで安定をはかつてこそ国家の発展があると考え，

米関や中共に行ってその感じを深めたが，欧州経済の方向もやっていること

はまさしくその通りなのに怒を強くした。ただ理論はあまワハッキりしてい

なかったが，これは松手が業界人だ L，米国の独禁法に対する考え方に遠慮

を持っているなどの事情があったからだろうJ，Iわれわれの考えでは不当競

争で位界がいがみ合っていては世界経済の発展はあり得ないと担、う。わが悶

では曲りなりにも公開販売制度が出来たが今後ますます協調によってfilfi絡安

定をはかり，商売を思惑の世界にしないことが必要と思う O 国際協調もやが

てできる機運にあり，それは11寺湖の問題といえよう」と。

こうして稲山は自己の鉄鋼業に関する経営哲学を1年間にわたる世界一周

の対外交渉の旅で検証することになった。彼の経営哲学は新しい場での具体

的展開を求めて成熟L，稲山は|世界が認める日本を代表する鉄鋼マ y として

大きく飛探したのである。

歌川よりの帰路 1958年 11月原料鉄鉱石の確保の為，稲山はマラヤに立ち

ょった。この機会にラーマ γ ・マラヤ首相からー質製鉄所建設への協力の成

否についての打診を受けたo これは突に絶妙のタイミングを得たものであっ

士ニ。

1)稲山嘉克 (1965)r私の寂j佐!J.llCNo. 27)日本経済新聞，昭和40年4月13日号。
2)日本経済新開， 昭和33年2月6日号。

I話111は訪中のti!J'報を悶際貿易促進協会の鈴木一般から得ている"r周さんが稿111さ
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んに是非来てほしい」といっている。「それも中留が鉄が欲しいjといっているの

だから「行ってきたらどうですか」というんでね。それでポクも「ヒョッと」考え

ましてね。〔中目的 f(訪中〉を決起、した理由は，当時日本は不況でこれを転換させ

るにはどうしたらし均、かという考えから出ているんです。j

アメリカ大使館に相談に行き「ダメだ」といわれるが，大統領の世界平和の戸明

文をタテに取り交渉の結果，合窓を取りつけた。ただ fl人て'fjかずに， 同業の人

と何人かで行きなさいjと注意されて，メシパ を決めた。

前田勲 (1978)W新日鉄中間建設隊~ p. 207-212，こう書房。

名和太郎 (1976)W評伝稲山系寛~ p. 103-108，街路商業出版。

こうした稲l-L!の動きに対して鉄鋼業界がきわめて慎震に対処したのはいうまでも

ないことである。

f32 ij後三!こから業界が不況に苦しみつつあったおり， たまたま中富側から鏑材と

のバーターによる鉱産物の輸出尚談の長案がなげかけられた。業界としては侠況に

検誌を草ねた結果，八幡製鉄稲山常務を団長とする鉄鋼使節団を送ることとなった。

『戦後鉄鏑史~ p. 281 

3)日本経済新聞J，昭和33年 2Jl 13日号。

4)毎日新聞，昭和33年2月26呂号， 2月27日号。

白日本経済新制，昭和33年2月26日号。

6) W戦後鉄鍛史~ p. 258 

7)向上告， p. 278-281. 

8)毎昌新開J，昭和33年 11月 15日号。

旬報日新開j，昭和33年 11丹15日号。

10)“Business Week" 1962年9月29日号。人械製鉄稲山社長の写真が表紙に大きく

掲載された。呂本人としては初めてのものである。 この号では Businessabroad 

のベーシに， f火花を散らす百本の鉄鏑ブームム「戦後の業界発展のために指導的

地位に立つ八幡製鉄」と題して， 3ベージにわたる紹介記事を同時に掲載している。

日本最大の鉄鋼生産者であり，業界の代表としての八幡製鉄と，これを率いる稲

山社長の人となりにつし、て述べてし、る。「船主日本鉄鉱去の天皇として知られ， 敏

腕でズバりとものを言う経営者である。また日本の伝統的な経営者蹄の一人として

権威と自信を持ち，大胆なアイデアを表明することをはばからないJと述べてい

る。そしてその活援ぶりを「彼は荷ア連邦との世界最大の長期鉄鋼輸入契約の交渉

にはなばなしい役割を演じたL.，鉄鍛価格をコントロールしようという試みにおい

ても中心人物として活躍している。Jと述べている。

“Steel" 1962年12月24日号。表紙には八縮製鉄稲山社長のカラー写真を掲げ，日

本鉄鋼業の特集号を組んだ。 NipponSteel: Anatomy of A Giant (日水鉄錦業p

この巨人の解剖)Jというテーマを掲げた。
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特に飾絡問題については，市況対策委員会部会長としての穏山社長の尽力につい

て， I歯切れのよい能弁な締山社長は， 需給路係によって変動する日本の僻絡体系

を，欧米のごとく価格古閑定させて生産で諒要を調撃する体系に移行させたと語っ

ている。彼は価格安定措I震として6品種に公開販売制度官設けたが，これは大きな

業縦である」と述べている。

国援鉄織協会 (IISI)1967年設立は， 1976年10月，新日鉄会長であり， 日本鉄

鋼連盟の会長でもある紹山に対して「国際鉄鋼協会賞」を路墜した。 IISI事務局

長町チャーノレズ Bベ カ は， I稲山氏の，協会にたいする貢献は無類のもりで

した。氏は創設グルーフの-g，であったばかりか，設立以来7年間 IISIの会長あ
るいは耳i会長を自在任されましたJと稲山の国際的活動をたたえれ、うなれば fMr

Steel.[1として名を馳せる人物に IISIメダルの授与を決めたことは，緩めて当を得

たことと思うのでありますJ と述べている。 (W鉄鋼界~r田和 51 年 11 月号， p. 43)。

11) W炎とともに一人縮製鉄株式会担史~ p. 745. 稲山自身このプロジェクトのスター

トにおいて絶妙のタイミシグを得たことを指摘している。

Lee Poh Ping (1977)“Japan's Decision to EstabJish恥Ialayawata"p. 10 

v. R. F. Report 1977， TDE. 

4-2-3 経営者稲山議寛とマラヤワタ・ブロジェウト

国際的，悶内的に困難な八幡製鉄の経営環境を十分把握したうえで，経営

者稲山}Z寛が海外技術協力(マラヤワタ・プロジェグト)推進を怒沼、決定し

た背景には，次のような諸要因が大きく影響を与えたものと考えられる。

1)稲山経営哲学による八幡製鉄の日本の産業界における役割の自覚

19日1年(明治 34)明治政府のナ γ ョナノレ・プロジェクトと Lて設立され

た官営八幡製鉄所は，国家資本が投下され政府のi直接的な管理~-Fにあった。

富国強兵. 殖産興業の斑l念のもとにきずかれた八橋製鉄所は， 国家r官僚の

「鉄は国家なり」という経営哲学の実現の場であった。その後 1934年 (11召

和 9)八幡製鉄所を中核と Lて設立された日本製鉄も政府の強力な影響下に

ある半官半民のi耳策会社であった。

軍需産業として戦争経済を担った鉄鋼業も敗戦により軍需冨iの生産は全面

的に凡トップL 財閥解体の影響を受けて「鉄は国家なり」という観念は，

経営者の潜在意識の中に深く沈んでしまった。

1950年(昭和25)日本製鉄解体によって発足した八幡製鉄は，日本最大の
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一段製鉄所である八播製鉄所を主力工場に持ち，第二会社富土製鉄よりも俊

位に立っていた。

敗戦後の日本経済復興に傾斜生産方式が導入され，事実上のi説家管理によ

る資本，原料，資材の石炭業と鉄車部業への優先的配分は，各企業に強い影響

を与えた。

特に政府との組織的，人的つながりの強かった日本製鉄後に八橋製鉄は首

に政府の経済政策遂行の拠点企業として位置づけられ，その経営者に一民間

企業の経営に埋没Fることを許さず，政府の経済政策の桜極的支持，遂行と

国家的視野に立った企業経営を求めたといってもいいであろう。経営者の日

本経済後輿への使命感と自負はそれだけ強いものが存在したのである。

発足の初年度 1950年にすでに八幡製鉄は， 年間売色高 362t宮内に達し，

(1)東洋紡 (509億円)， (2)鐙ヶ淵紡絞 (410{意向)に次いで第 3f立となり，

4)温土製鉄 (276億円)， (5) S本鋼管 (250億円)と製鉄会社が上位5担:

のうち3社を占めるまでに成長していた。渡業界に占める位絞がし、やおうな

しに鉄鋼経営者に医|民経済的視点から企!'R経営を考える思考様式を強要した

I話も存在している。

八幡製鉄の経営者稲山嘉克は， 1904年(明治37)生まれで京大卒→高等

試験合格ー〉陶工省入省→宮営八幡製鉄所入所→日本製鉄本社→八幡製鉄常務

取締役という経験を持っており，常に日本鉄鋼業の中総を歩く職業生活を送

っている。

1960年5月八縮製鉄部社長に就任し，その 2年後の占部都美のインタピュ

ーの質問「鉄鋼産業は，基幹産業であり，八幡製鉄は産業の Pーダーである

という点から，そのトップは，悶民経済的視点で仕事をしなければならない

と思うが，どうか」に答えて，

「鉄鋼はなくてはならないものであるから世の中がよくなれば鉄鋼産業は

自然に発践する。つまり全体をよくすれば鉄鋼産業はひとりでによくなるも

のである。したがって鉄鋼会社のトップが国民経済全体をよくするよう仕事

をしなければいけないといわれるのはその通りであるj と述べている。
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又 1962年6月の社長就任のあいさつにおいて「他を排L 己れ独り普し

とする約争ゃ鋭争点、らは決して「普きもの」は生まれません。一見競争社会

に見える自由主義経済も真の姿は協同社会であって，決して競争や間争によ

って繁栄せず，お互い協同することなくしては，支の幸福をもたらすことは

不可能でありますJと述べている。

1965年4月には「私は『競争』という二字の代わりに「協調Jという言葉

を置きかえて「自由協調」こそ人獄に平和の世界をもたらすものだと確信」

すると切硝に自己の信念を諮っている。

さらに 198日年5月の経済問体連合会の会長就任にあたっては「協調と協

力をたて糸に，自由主義経済の競争原理をよこ糸にして，わが国経済の時代

に却した新しいあり方をともに考え運営していきたいjと述べている。

製鉄会社の一社員から経営者へ，さらには文字通り日本の経済界のリーダ

として大きく飛躍するのであるが，上に記したような稲山の鉄鋼業の経営

に関する経営哲学(企業性善説)に立つ「コスト・プラ λ ・適正利潤」は，

戦前の白木製鉄本社阪325部勤務のころから形成されたものである。

1929年(昭和4)，世界恐慌にまき込まれた日本鉄鋼業は， 販売競争が激

化してダンピング問題が深刻になっていた。ヨーロッパの鉄鋼業(主として

ドイツ鉄鋼連合会)を調査して係閣した司本製鉄販売課長鈴木武志は， Iカ

ノレテル」を強〈主張した。この鈴木課長のリ ダーγップの下に稲川jは，鉄

鋼製品の各品稜をまとめる共問販売組合作りに遜進した。

鈴木課長との出合いによりヨーロッパのカノレテノレの笑態を知った事及び業

界の組織作りの経験が，告をの稲山のカノレテノレ論即ち「コスト・プヲス・適正

利潤」論の基燥を形成したのである。

官営八幡製鉄所の入所以来の職業生活において身につけた「鉄鋼業こそ国

家の基底を支えるものであるj というエートスと「協調」を自己の信念とす

る稲山は.I八幡製鉄の日木の産業界において泉すべき役富むを自覚L 追

求したのであった。「基幹産業の雄八勝製鉄j という意識が，独善におちい

ることなく，海外に向けて日本の産業界を代表するという意識にまで高めら
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れ，それがマラヤワタ・プロジ L グトの意思決定のバネと Lて機能したので

ある。

2) 日本鉄鋼菜は， 戦後安い海上運賃と東南アジアの有利な資源を絶対不

可欠の基盤として成立Lてきた。特にマラヤ鉄鉱石はその中でも枢要の位涯

を占めてきた。稲山はこうした状況を認識しており，日本・マラヤ関係の特

殊性を考慮に入れていた。

3)アジアの新興問マラヤ連邦のナショナリズムに共感した事とキー・パ

ーソンであるラーマン首相との個人的接触から生まれた信絞関係を大切にし

『 ヲー

~。
4)海外技術協力は， ウジミナス・プロジェクトが最初の経験であり， 鉄

鋼業界としても八幡製鉄としても経験の絶対盆が少ない新規の事業領域であ

った。ワスクの大きい事業活動への進出を，経済不況，外貨不足問題等を克

服して推進するには，業界トップの八橋製鉄といえども容易ではない。

稲山がマラヤワタ・プロジェクトの推進を決Zまするにあたって，その背崇

にブラジノレ・ウジミナスへの日本鉄鋼業をあげての経済協力・技術協力の進

行を無視することは出来ないであろう。日本製鉄の解散により発足した八幡

製鉄の7吉務取締役に同時に就任した技術者滋)11正夫の思想と行動こそ，稲山

の意思決定を背後から支える有力な製図であると考えられる。

1957年 12月， 日本ウジミナス製鉄が設立された(資本金 40億クノレゼイ

ロ)。笠58年5月，湯}IIは八幡製鉄常務取締役・八幡製鉄所副所長のまま日

本ウジミナス顧問に就任， さらに60年8月ミナス・ジエライス製鉄所最高

顧問としてブラジノレに赴任した。

すぐれた鉄鋼技術者であると同時に経営者であった湯川!正夫が，ウジミナ

ス・プロジェクトにどのような理念を持って取組んだのであろうか。彼は

「日本鉄鏑業とは直接関係のないプロジェクト」としてウジミナスを位皇室づ

けたのである。際民レベノレの友好と経済協力の促進の為に一企業，産業の立

場をはなれて献身したのであった。

この理念の現笑的混開には，プロジェクトが日本政府と経済界の共同によ
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って推進されたことが基盤に存をした。日本政府と経済界の共同ブロン L ク

トとしてはじめて突J]!可能であった rt国際協力Jの理念を，こんどはマラヤ

に対して八幡製鉄一社が災任をもって実現する課題をになったのである。

5)戦後の日本の企業絞営においてはすでに完全に「資本j と「経営Jが

分離されており，経営者l滋能li，専門機能として降立していた。

1961 年 9 月現ィ~r:の駁王立役も含む八縮製鉄のトップ・マネジメント 22 名の

1'1 tU羽子株数は合[，1-47， 596， 6341宋，全株式の 0，41%にすぎない。全株主数

は265，590人であり，金融機関 179，保険会社 30，証券梁者 282，その他法

人721，外国人 1，466，その他 262，912となっている。最大の株主である三

変信託銀行の持株シェアは，全体のわずかに3.2%である。

こうした株式所有の条併の下に，経常者は自らの責任においてそれだけ白

山に意思決定を行ない，経営活動を展段iできたのである。

次に八幡製鉄のトップ・マネジメントの構造であるが， 1961年12月現在，

校長(小島新一)一副社長(稲山:'tj，'iT[， 角聖子尚徳)ー常務取締役 (6)ー取締役

(11)一院資役 (2)の;，1'22名から燐成されている。経営者の学液は，官悦製

鉄所の伝統を反映Lて東大卒 9(3)，京:J:':'卒5(3)，九大卒2(2)，早大卒2，

東北大卒1，東京商大卒1，尚試2C ( )内は工学部卒〕となっている。工

学部卒者は合計 9名 (40.9%)であり，製造業の経営層としての特色をもっ

ている。

平均年続は57.4歳，院dr役を除く 20名は取締役就任後の平均勤続年数が

7.8年であり， 八紙製鉄発足以来取締役以上に就任し続けてきた者は6名に

すぎず，経営規模の拡大に応じて新たに就任した者が多いことを示してい

る。

経済向友会鉛査『日本の企業におけるトップマネジメントJ(1958. 3)と

比較すると，役員数が多いこと，年齢分布が 55~6日歳が 45% を占めており

全体的に若がえりの傾向がみられる。さらに他社では一般化していない副社

長制度を導入しており，専務取締役がないのが特徴となっている。

第3次合理化計画を遂行し高度成長を実現せんとする鉄鋼企業のトップマ
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不ジメントにおいてゼネラノレマネジャーの役割の蓮華害性が明確に自覚され，

誼長，稲111磁器:長，常務3名，取締役l名には特定の専門的担当部門が与え

られていなし、。一方角野尚徳副社長の八幡製鉄所長担当を筆頭に他の全ての

役員は偲jJlJの担当部門を持っている。

日本製鉄本社営業部長を経て，八幡製鉄の発足とともに取締役営粂部長に

就任した稲tUは，製品阪売の公!原制度の磁立を通L 業界内の「協調jの確

立に貢献した。すでにみたように涼料礁保，市場開拓の閣でその敏腕をふる

い，営業部長の枠にとどまることなく製鉄会社におけるゼネラノレ・ 7 ネジベ'

ーとしての役割がいかなるものであるかを広く社内外に示すものであった。

経般に加わうるに常務時代の活躍と実績は，副社長稲II!のリーダージップ

の基盤を形成するものであった。トップマネジメントの日本型リーダーシッ

ブの特徴は「情報収集活動の最も高いこと」にあるが，稲111L主マラヤワタ・

プロジェクトに倒してはまさにこれを体現したのである。そして自己の固有

の「組織内外の情報収集」活動を展開L 震役会議に問題を挺起し問題解

決にむけて他の役員の同意を求めたのであった。

以上のような背景のもとに八綴製鉄とマラ々側の正式の交渉が行われたの

である。 1960年2月には，マラヤ迷邦政府与党であるマラヤ連銀党の幹事長

であり， 同連邦の政治・経済界の指導的立場にある T.H. Tan (陳東海)

が，ラーマン首籾の意を受けて来日した。八幡製鉄を訪問し，マラヤの-l't

製鉄所建設についての協力の申し入れを行なったのである。これに対して人

幡製鉄は「協力jの意思表示を行なった。

だが八幡製鉄のトップ・マネジメントの中でマラヤ連邦ヲーマン首相との

個人的信頼関係を持ち，なおかつマラヤ鉄鉱山の開発現場を笑地に見た者は

稲111だけであり，地の役員は，稲山のこの「受諾」の道、思決定に対して最初

から全面的に賛成というわけではなかった。

マラヤワタ・プロジェクトは，企業収益を中心とする発想を持つ限り，ま

ず突施不可能なプロ γ ェクトであった。八幡製鉄の 1960年度の粗鋼生産高

は， 520.6万 tであり，マラヤの市場規模にあわせた年度10万t規模の製鉄
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所は，八幡のわずか i週間分の生産量にすぎない。これだけ小規模な生産に

対して 10億円以上の投資は，全く収益の期待できないものであった。

合理的に投資効果とプロジェグトの実行可能性を分析する限札ほとんど

全ての役員が「かなり危険性があり収益に結びつかない」と判断したのも自

然、の事であった。

稲山は反対の強い重役会で「マレー γアは永い筒鉄鉱石を供給してくれ

て，わたしどもは非常に助かった。今度，こちらがこれに協力するのは当然

ではないかJと主張して，他の役員を説得した。

稲山の海外技術協力に関する基本的考えは， その後も変わらず 18年を経

た1978年には，もっと明確に「発展途上国が工業化を進めようとし，その中

核に自らの鉄鏑工場を作りたいという場合に，われわれがもっている技術を

提供し，発展途上国の工業化を援助していこうというのが現在の世界の考え

方であると思います。したがってプーメラン効果を警警戒して援助協力はしま

せんという態度をとるべきでないと私は考えております」と述べている。

稲山のかかげた「発展途上潤への国際協力」という理念に異を唱える者は

いなかったが，本来政府レベノレで実施すべきプロジ zクトをはたして一民間

企業が担当すべき義務があるのかと疑問が提出されたのは全く自然のことで

あった。

個別事業の収益性こそ企業経営の基本原理であるが，合弁企業の設立によ

る海外技術協力は，受入隠の国内政治・経済状勢や国際環境の複雑な影響を

受けて収益性の測定はきわめて悶難である。このl2!i難性こそ，経営者をして

その恕思決定に侠重な態度をとらしめる根本原因である。ウジミナスへの技

術協力の経験から技術協力を成功に導くための基本条件として，

(i) 当事者相互の信頼関係の確保

(ii) 長期間の継続的協力関係を維持すること

(iii)双方共，技術移転に熱意を持つこと。これを持続させるため，具体的

な組織体11i討をつくワあげること

(iv)受入側にとっては，自らの技術レベノレを客観的に評価した技術導入で
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あること

の4条件が錠示されたが，同プロジェクトも進行中であり，若しい試行錯誤

をくり返している段階であった。ウジミナスの経験が未だ総括的に反省され

ない段階において，ヲーマン首相ー稲山副社長の信頼関係が，プロジェグト

成立の基底であることが， トッフaマ不ジメント全員の明確な共通認識となっ

ていなかったのである。入幡製鉄のスタップ部門が収集L，解析したデータ

に基づく限りマラヤワタ・プロジェクトの推進は困難であった。

一般に日本的経営の怠思決定の特質は，ボトムアップと集団意思決定にあ

るとされるが，この時WJの稲111の意思決定はその逆である。新しい事業とし

ての海外技術協力(エンジニアリング事業)を展開するにあたってまず明日産

にその恕念を提示L，不確実状況下での戦略を示したのである。発展途上問

への協力の一環としてのマラヤワタ・プロジェクトが意思決定されたのであ

る。それは「ボトムアップ，全員一致の意思決定とは全く異質のコンフリク

ト底視の下でのリー夕刊 自身の専決的トップダウンによる怠思決定」であっ

た。

後にマラヤワタ製鉄翻社長として赴任した酒井議夫が語るようにマラヤワ

タ・プロジェクトの意怒決定は「本当に気が重かった。重役俸が皆反対で稲

山社長だけが賛成している。このプロジェクトは成功してもともと，失敗す

"， 
ればそれみたことかと言われる心配があった。」

しかし稲山は短期的利潤，採算性をはなれて長期的戦略的視野のもとに，

「世界の 30億の人間のレベルをどのようにアップするかが肝心の問題であ

仇遅れている人をバ y クアップするのが，先に行く人の役割ではないか。

あと 10年すれば今反対している人も賛成にまわる」という信念をもって行

動したのである。

稲山の定、思決定は， 1963年3月に出された日本鉄鋼連盟鉄鏑海外市場調

査委員会の『東南アジアの鉄鋼需要長期見通uの結論 f1970年 80年に
は鉄鋼の輸入量は忠ったほど増加せず， 日本の市場としては多くを望めない

ので東南アジアの鉄鋼原料を活用した現地資本との合弁による鉄鋼開発の方
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向に進むζ とに多大の努力を払うか，あるいはまた機械，プラ Y トなどの間

接製品として鉄鋼輸出に期待を寄せる必要があろう」を先取し問題解決の
20) 

具体策を打出したのであった。

かくしてマラヤワタ・プロジェクトは， r長郷簡にわたって日本の鉄鋼業

に鉄鉱石を供給してくれたマレーシアに対する恩義に報ゆる義務と，東南ア

ジアの工業化の進展によって貧困から繁栄への道を求めることができるとす

れば，ひいては双方にとって将来の共通の利益につながるものであるとの理

念からマレーシアの製鉄所建設に協力すべきであるとの決意を悶め，そして

協力の前提として合弁方式，立地調査等のもろもろの詰めが行われた」と社

史が記述するように八幡製鉄の正式のプロジェクトとして発足したのであ

る。

プロジェクトの技術的側面は八幡製鉄が担当するにしても，理念としては

政府に代表される日本国民が実施するのであり，なおかつ国際的な支持の下

に実施されなければならなかった。そのため稲IlH土，八橋製鉄の全額出資誼

接投資方式をとらず，

(i) 合弁企業形式をとること

(ii) 他社の参闘を求めること

(iii) 1961年3月創設されたばかりの政府出資の基金である海外経済協力

基金を活用すること

(iv) 1957年設立された IFC(国際金融公社)の資金を活用すること

を構想した。特にむのについては， S. Adamsアメリカ大統領特別額関と

の商談を通して得られたアメリカ政府の日本の度梁界が東南アジア諸国で経

済活動を展開する事への支持を確信していたのである。

1960年6月と 11月に来日した T.H. Tan とこの点について意見の交換

を行ない，マラヤにおける製鉄所の建設については，マラヤ~51%，日本側

49%の出資比率による合弁方式とすること，さらに生産方式は，白転炉ー電

気炉ー圧延の基本工程を持つ一貫工場にすることなど，基本的方針について

相互の了解に達した。
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この合意に基づき 1961年 3月大岩泰を中心とする調査員を八幡製鉄から

マラヤに派遣した。言|闘の具体的規模について予備的接衝をするとともに，

立地候補地，意1J始産業法の適用の有無，原料鉄鉱石の供給源について基礎的

調主主を行なった。

その後 1961年 6月マヲヤ側を代表して T.H. Tanが来日L.，小島社長，

稲山副社長と合弁製鉄所の基本問題について会談， さらに向月 23日代表取

締役稲山副社長との潤に合弁会社マラヤワタ製鉄 (MalayawataSteel)の設

立についての覚議を締結調印した。

この覚書においては，日本およびマラヤ荷悶の経済協力劉係の緊密化を企

画L，マラヤ連邦内に製鉄事業を共同して行うことを切らかにした。そして

計脳は商業採算ベースに基づき，日・ 7 合弁の新会社を設立し，その株式は

lÌÎJ記了解のとおりマラヤ側 51%. 日本仰H9~百の割合とした。設備計図，建

設および技術については涼則として日本側が全面的に援助することを取り決

め，日本がこの計画に必姿な具体的事項を調査するため調主主障を派遣するこ

とを取り決めたのである。

この覚警の入縮側調印惑は稲山部社長であり，これはプロジェクト推進の

中心が稲山であることを侭よりも雄弁に物語っている。

1) 三菱経済研究所『本邦事業成絞分析~ (1951年版〉。

2)占部都三宅氏の経営診断「八幡鍛鉄JWエコノミスト』昭和37年3月27日号。

3) W八幡製鉄営業旬報~ 1962. 6. 1号。

4) 稲111嘉寛"，，1.、の腹歴書~.日本経済新聞，昭和 40年 4 月 13 日号。

5)朝日新聞.1980年5月24日号。

6) W評伝稲山議寛~ p. 29-31. p. 133-140. p. 250 

7) 1953年から 1960年までλ縮製鉄は f日本鉄鏑業における入申書製鉄町比重』という

統計資料を中心とする本を発行し，広く全国の高等学校にまで配布した。これによ

って人脈製鉄は，文字通り自らの経営理念を内外に示すものであった。またマラヤ

ワタ製鉄の技師長を担当した中111ーが.iマラヤワタプロジ zグトはかつての八幡

製鉄だから出来た仕事である」と諾っているように，人幡製鉄のマラヤワタにかけ

るいき込みは通常の水準をはるかに凌駕するものであった。

8) W戦終鉄鍋史~ p. 281 
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9)湯川正夫「ミナス製鉄所の展望JW鉄鍛界~ 1961年3月号， p.46-49. 
「編集者一今後ミナスができた場合日本との関係においていろいろ問題があると

思いはすが，特に日本の鉄鋼業ないし日本経済に対する意義ということはどういう

ふうに考えておられますか。

湯JlI日本の鉄鋼業とは直銭関係ありません。

編集者 結局日本の鉄鋼業として単に資本を輸出して，技術援助をしてプラント

をつくった。それの含み的なことは考えなくてもいいわけですか。

湯JII-含み的なことは何も考えていない。これはむしろ合みじゃなしに，大びら

なことで日本の欽ι再業が向うへ行って援助しているということが，すなわち日本の
工業水準をブラジノレが認識することになるわけて寸。それによって貿易面について

も非常にプラスになる。鉄鋭業についてでなく，日本全体について日本があれだけ

の技術，工業能力がある。だからこういうものは百本に頼めばどんどん確保でき

る。あるいは一緒にやればこういうふうに高能率な生産も出来るということで，現

にいろんなことで私たちの方に話をもちかけている向きが非常に多い。そして各産

業部門で相当の会社からも向うへの進出が急に盛んになってきました。

結局向うの人が，ウジミナスでこれだけのことをやり出したということで日本に

関心をもってきた。今までは日本は農業国だと患っております。それが向うから盛

んに日本にきて，日本を見て帰った人が，日本というのは大変な国だということを

報告するために，みんながそれによって非常に認識を新たにします。

ですから，そういうことで日本の工業水準を向うによく認識してもらう。また向

うもそれに基づいて日本とのあらゆる経済頭でめ協力体部を緊密にしていこうとい

う空気がみなぎってきたわけです。そういうところが古みというか，あるいは必然

的の結果として現われてきたと申しますか，そういうところが非常に効果的に動い

てきているということて寸。j

湯川は後にマラヤワタの企悶立案を指導~， 1966年2月マラヤワタ製鉄所を訪

問している。

カu瀬正司「マラヤ・ヤハタてやの4日悶J，滋JII正夫ColtH録編集委員会 (1970)"湯川

耳夫回想録jp. 533-537 

「昭和36年の春，建設第 1dとして発令から現地到着，そして作業部始まで抱き

続けた不安感，悲壮感は今でも強烈な印象として残っている」と，ウジミナス技術

協力の経験者大石将司〈新日鉄技術協力事業部専門部長)は， W今日に生きるウジ

ミナスの苦労』と題して，技術協力の第l号としてのウジミナスとその後の笑務か

ら学んだ技術協力の心十持えを次のように述べている。

めまず相手の国民は日本人とはちがうということ，そして相手国によっては，

地方によっても大きな気質の棉呉が見られることを，常に心に云い儲かせておくこ

と。
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2)日本人は，経清的指擦を悶および国民の文化や社会の程度を測る尺度とし，

加えて黒白をはっきり区別しすぎる嫌いがある。また会社の立場，自骨の立場を強

調するあまり，栢手の立場を無援する傾向がある。この点は折衝の場において，最

も注意すべきことである。

3)言葉の問題は深刻である。技術協力は本来相手国の国語で行われるべきだと

思う1..-，事前の予備学習および通訳への対応についても，充分心せねばならぬ。

『にっぽんすもーる.n(1977) 

10)八幡製鉄『有価証券報告書.n(1961年9月〕。

11)昭和33年 3月経済同友会の実態調査『日本の企業におけるトップ・マネジメント』

によれば，

① わが罰では企業規模に比べて重役の数外馬より多い(平均 14，4人〉。

②会長から平取締役までの段措が多く，職詑区分があいまいである。平取締役

のなかに部・所長兼務りものが多いばかりでなく，本来ゼネラル・ハネジャー

的性務の濃いはずの常務，専務，部社長にも向じような傾向がみられ，社長で

さえ偲別的な担当職能をもっ会社がいくつかある。 トップ・マネジメ γ トの職

制は，社長専務一常務平取締役(常勤〉という形 (52社〕が多く，副社長

制は一般化していなし、。

③ 社外重役舗が発達していない。

@ 重役の年齢は， 55-59歳の隠を中心に平均57，2歳とかなりおい。 しかし在

任期間と然らし合わせてみると若手経営閣が着実に伸びている。

⑤法定機関ではないが，全般的管理職能を社長をふくめた全般管理者四チーム

で集団的に行うことを自的とする「常務会J制度は，産業界にかなり一般化L

172社がこの制度をもっている。しかもそれらの多くは27年以降に新設された

もりで朝鮮戦争後わが閏経済の急角度の復興過程の中で経営管理の複雑化がも

たらした最高経営腐の構造の変化として注目される。

12)奥村昭博 (1977)r日本の取締役会一国霊長比較の視点からJW季刊中央公論経営問題』
1977年冬季号， p. 132 

13)名和太郎 (1976)W評伝稲山嘉寛~ p， 19，国際商業出版。

14)向上欝.p.20 

15) r激動の 10年を振り返ってJW鉄鋼界.n1978年 12月号， p，9， 
16) W鉄鋼界報.n1978年 12月1日号 (No，1157) 

17)何本康雄(1981)r日本のグラ γド・ストヲテジ JW季刊中央公論経営問題秋季号』
p， 286 

岡本によればトップダウン方式とは，経営戦絡の展開において間接的に影響を与

える経営理念を最高経営潟がフォーマノレに表明することからスタートする。最高経

営層のリスグ負担において環境変化に対応した修正を行ない，具体策の選好茶準を
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自身。最終的判断に基づいて表明1--.代替案をしぼり，最適と考えられる代替案を

フォ マルな決定として選択する。さらにこの代替案の笑行に必要な経営資源の配

分を故高経営潜のフォーマノレな落、思決定として逆行することである。岡本 (1979)

「日本経営における職場集団の意味と窓思決定類型Jく下) W親調じ科学~ Vol.l3， No 

1， p. 61-63 

18) W評伝稲山系寛~ p. 20. 

19)調井議氏商談記録(1978年 12月〕。

20)古11自犠(1963)I東南アジアの鉄鋼需要の長期展憩ー1970年， 80 年の見通1..--~

(下)W鉄鋼界』昭和38'1'7月号， p. 52-57. 
21) r炎とともに八幡製鉄株式会社史~ p. 746 

22)大岩'"(1981) Iマラヤ木炭銑事始一ぬかるみとり苦闘の記録H鉄鋼界』昭和56年
7丹号， p. 49 

23) Lee Poh Ping (1977)“Japan's Decision to Establish乱tIalayawata"p. 19-20 

VRF Report IDE 

24) 1961年6月23自の調印後の記者会見で稲山副社長は次のように述べた。

「かねてマラヤ政府から陳氏を通して伺留に製鉄所を作りたいという話しがあっ

た。マラヤは政情も安定1..-.日本をよく1理解してくれる国だが，製鉄事業を新しく

始めるには多くのF苦難をともなうので慎重に技術的問題を検討してきた。 最近にな
ってこの話は急速に進み，当社としても製鉄所を作る自信を得たのでラーマン首相

代理として来日中の陳氏に八械の案を提示，討議したところ了解点に透したのでお

目覚え書きを交換した。これによって近く，調主主回を派遣し具体的調査を進める。j

プロジz クトの進行過程を婆約してさらりと述べたものであるが.I製鉄事業を

新しく始めるには多くの国難をともなうので娯重に技術的問題を検討してきたJと

いう点に注目しなければならないであろうo 社内でり多くり反対者を説得し自らの

全責任において意思決定した経営者巴気概の表明を読みとる事ができる。

これに対して交渉の一方の当事者 T.H‘ Tan (練東海〉は次のように述べてい

る。

「わたしたちが八服製鉄と徒携してこのプロジェグトを行なうりは， ひとつの特

権と考えている。今回の計画はマラヤの密全体の経済についてどれほどり怒義をも

たらすか，はかり知れないものがある。この計図を進めることによって日本とマラ

ヤとの問の親詩はさらに強まり，ひいては東盟全体にも大きな意義をもつものであ

る。わたくしはわれわれの田一史に新しいベージを聞いた。

八幡製鉄がマラヤを援助して新しい事業をおこすのは当然のことと思う。さらに

数年後には規模の拡大についての議論も行なうことになろう。

務在マラヤでは水力発泡の計闘が進められ，数年後には安い電力が供給されるの

で，第2次産梁が発展，これが製鉄業と結びつくことになろう。こうした勤きは昂
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本の歴史によく似ている。最後にこむ計闘がみのったことは新しい時代をきずくも

のであるが，援助を与えてくれた小島八幡製鉄社長，稲山副社長に心からのお礼を

申しのべたい。J(~鉄鋼新聞~ 1961年6月24日号〉

T. H. Tanり発言田中で注自すべきは. rこのプロジzクトを行なうのは， ひ
とつの特権と考えているJ.r八幡製鉄がマラヤを援助して新しい事業をおこすのは
当然のことJと述べている点である。 Tan代表はマラヤ連邦が毘本に鉄鉱石を供

給した事が，後由経済の復興と成長を支えたことを認識した上で，これまでのマラ

ヤの貢献に対して呂本の返礼を要求したのである。

合弁企業の設立をともなう技術協力の交渉の中でマラヤ側は最大限この点を主張

した事が十分推測される。マラヤへの民本の援助は義務であるとマラヤ側は考えて

いたといえよう。ともあれ日本鉄鏑業の指導的立場にある八幡製鉄とその経営者稲

山嘉箆を正確に見ぬいた上での協力申入れであり，問題として提起した「製鉄所建

設jを「我が事J. 自分の問題として受けとめてくれる人物の判定にはくるいがな

かったのである。

ラーマン首相-~nwl副社長の人間的信敏関係がこのプロジェクトの碁盤であるこ

とを Tan代表の次のような稲山副社長にあてたメ yセ ジが雄弁に物語って L、
る。

「ただいまマラヤ連邦に製鉄主主を設立する党Jfに署名しました。八勝製鉄が日本

における鉄鋼業の指導者として巨大な組織を有することは，すでに充分底知してお

りましたが，私はこり機会に今回のわれわれの合弁事業を決定的な実現役のあるも

のとするために，貴下および貴下のスタッフが示された真撃にして心からなる努力

に対して深甚の謝意を表する次第です。

今自こそ，まさしく日本とマラヤの経済的友好関係とi協力の新しい時代を拓く歴

史的な第1歩であることを将来歴史家が閉想する時代がくるでしょう。

われわれの合弁計闘が，将来において完全な成功を収めるならば 私はその成功

を疑わないものですがーマラヤの将来の世代はこの計閥こそマラヤ連邦を工業化へ

導き，アジアにおけるマラヤの障かしい位樫づけをもたらした計画として，貴下の

偉大なる人格と深い理解に対して心からの感謝を捧げることでしょう o

さらに私は，この機会に私偲人として，私との打合せに最大の友好的協力的精神

に基ついて折衝されたllt下のスタッフである多数町専門家達にも心からの感謝を捧

'rft乙し、。

おそらく貴下の蒸陶によるこの精神こそ，ただいま署名した覚書にも，あるいは

貴下のスタップによって準備された数多くの試案や資料のうちにも生々と現わされ

ています。

私は昨"1'6Jl.私が最初に来日して貴下にお目にかかることができた日をはっき

りと記憶していはす。
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今日，きわめて御多忙な任務に携われているにもかかわらず，貴下のマラヤ連邦

を援助されようとなさる熱意は，さらに強いものと拝察しております。

日本の鉄鋼業の指導者として費下および費社が，マラヤ連邦が自分の鉄鋼業を持

つという大きな喜びをともにわかって頂けることを，私はこの上ない喜びと思いま

す。

最後にもう一度，小島社長，貴下および貴下のスタタフに対して，マラヤ連邦の

経済を強化L..鉄のごとく強固な両国の友好と協力を推進する第1歩を礎き上げた

ことに対L..心からの感謝を捧げる次第です。J

〈八幡製鉄『営業旬報~ 1. July. 61)。


